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【調査目的】鯖江市内の各事業所に、米国の関税政策の及ぼす影響および最低賃金引

上げに伴う影響について、現状把握を目的としたアンケート調査を実施し、今後実施

するべき支援策について検討する。  

【調査期間】令和 7 年 9 月 19 日(金) ～ 9 月 30 日(火) 

【調査対象】鯖江市内の事業所（１,２５８事業所） 

【調査方法】インターネット上での回答  

【回答企業】46 社（回答率：3.65％） 

業 種 回答数 ％ 

製造業（眼鏡関係） 10 21.7 

製造業（漆器関係） 5 10.9 

製造業（繊維関係） 4 8.7 

製造業（眼鏡・漆器・繊維関係以外） 2 4.4 

建設業 3 6.5 

卸売業・小売業 11 23.9 

医療業・福祉業 3 6.5 

その他サービス業（理・美容・洗濯・旅行・娯楽業など） 8 17.4 

合計 46 100 

 

 

 

＜本アンケート結果に関する問合先＞ 

鯖江市産業交流部産業振興課 電話：０７７８‐５３‐２２２９ 
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最も多い回答は、「マイナスの影響がある可能性がある」が５０％であった。 

以下、「分からない」が３５％、「影響はない」が１１％、 

「プラスの影響がある可能性がある」が４％であった。 
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最も多い回答は、「生産性・販売コストの上昇」が５２％であった。 

以下、「受注・販売量の減少」が５０％、「国内消費の低迷」が４８％、 

「資金繰りの悪化」が１１％、「分からない」が１１％であった。 

 

最も多い回答は、「価格の見直し（販売価格への転嫁）」が６１％、「価格の見直し 

（価格上昇分の自社回収）」が２０％であった。 

以下、「コスト削減」が３５％、「販売戦略の見直し」が３３%、「賃金・賃上げの見 

直し」が２６％、「人員確保計画の見直し」が２４％、「調達先の見直し」が１５％、 

「分からない」が９％であった。 
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最も多い回答は、「一定の負担になる」が４８％、次に「大きな負担になる」が２４％

であった。 

以下、「影響はない」が１５％、「分からない」が１１％、「むしろ好影響がある」が 

２％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

最も多い回答は、「人件費の増加」が５４％、次に「利益率の低下」が５０％であっ

た。 

以下、「価格転嫁の困難」が４６％、「業務効率化・自動化の推進」が３３％、「雇用 

調整の検討（採用抑制・人員削減など）」が１５％、「特に影響はない」が１１％であ 

った。 
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最も多い回答は、「業務の効率化・生産性向上」が６３％であった。 

以下、「商品・サービス価格の見直し」が５４％、「助成金・補助金の活用」が 

３７％、「雇用形態の見直し（パート・アルバイトの時間調整など）」が２２％、「特に 

対応しない」が１１％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

最多は、「５１～１００」が３９％、次に「１００（横ばい）」が３７％であった。 

以下、「１０１～１５０」が１７％、「０～５０」が４％、「１５０以上」が２％であっ
た。 
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・価格転嫁が難しい中小企業に対し、経営の安定を図るための給付金の支給や、低

利融資や返済期間の延⾧などの資金繰り支援。加えて、円安や米国関税への対応と

して、商工会議所内に専門家相談窓口を設置し、輸出入に関する法規・通関手続

きに精通した専門家によるサポート体制の整備（製造業 繊維関係） 

 

・事業者が必要な支援を適切に活用できるよう、補助金制度に関する情報提供の

強化（製造業 繊維関係） 

 

・展示会や販売会への出展経費、新商品開発経費への支援の拡充（製造業 漆器関

係） 

 

・人件費増加や材料費高等によるコストの上昇により経営のひっ迫が懸念され

る。物価上昇に対応するため、販売価格への転嫁を進めているものの、消費の落

ち込みが心配される。地域消費を促進する「ふく割」のような消費喚起策の実施

検討を。（その他サービス業） 
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関税政策の影響について、「マイナスの影響がある（可能性がある）」と回答した企

業は ５０％ にのぼり、生産・販売コストの上昇や国内消費の低迷を懸念する声が多

く寄せられた。 

最低賃金の引き上げにより人件費が増加し、事業運営に負担を感じている企業は、

７２％ に達した。価格転嫁が困難な中で人件費引上げの対策として業務の効率化・生

産性向上や、販売価格やサービス価格の引き上げに努める一方で、雇用形態等の事業

見直しに取り組む意見もあった。 

 

物価高騰化において、関税政策や人件費の増加により資金繰りが圧迫される中、中

小企業からは 制度融資の優遇支援など、資金繰り支援の拡充を求める声が寄せられ

た。 


